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　本稿で用いる略語は，次の通りである。
規制委員会：原子力規制委員会
規制委員会設置法：原子力規制委員会設置法（平成 24 年法律第 47 号）
炉規法：核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）
原始炉規法：制定当初の炉規法
改正後炉規法：規制委員会設置法附則 15 条～ 18 条による改正後の炉規法
炉規法施行令：核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和 32 年政
令第 324 号）
電事法：電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）
原子力機構：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構1 ）
原子力機構法：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成 16 年法律第 155 号）
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動燃：動力炉・核燃料開発事業団
動燃法：動力炉・核燃料開発事業団法（昭和 42 年法律第 73 号）
電事連：電気事業連合会
日本原燃：日本原燃株式会社
Ⅰ　は じ め に
　私は，2014 年に原発をめぐる法に関して，分量だけいえば相当の「力作」を書き，
幸いにも本誌に掲載を許され以下のように 3 回に分けて発表した。
　「原発はなぜ停まっているのか（1）」本誌 10 巻 4 号（2014 年）
　「同（2）」本誌 11 巻 1 号（同）
　「同（3・完）」本誌 11 巻 2 号（同）
　同稿の前後にも，原発および電力システムにかかわるいくつかの小品を書く機会に恵
まれた2 ）。「 3・11」以降，炉規法の規制の体系そのものを論じた法律家の論稿・解説
の類が─管見の限りではあるが─不思議なほど少なかったせいであろうか3 ），電力
業界はじめ「玄人筋」からは若干の反響があった。若干なりとも反響があったこと自体，
私の書き物にしては特筆大書に値する事態である。
　怠惰な私のことであるから，新境地を開拓しようと自ら発心して原発について勉強し
始めたわけではない。私は幸いにも，そして偶然にも，「 3・11」によってほとんど何
の被害も蒙らなかったが，多くの人がそうであったであろうように，生活に多少の変化
を来たした。ひょんなことから，電気料金審査なるものに携わるようになったのである。
「 3・11」の半年余り後に資源エネルギー庁に設けられた「電気料金制度・運用の見直
しに係る有識者会議」4 ）（2011 年 11 月～ 2012 年 3 月）なるものの座長を務めたのを皮切
りに，総合資源エネルギー調査会総合部会の下に置かれた「電気料金審査専門委員会」
（2012 年 5 月～ 2013 年 6 月。同年 7 月から 2015 年 4 月までは，実態に変更はないが，同調査会
電力・ガス事業分科会の下の「電気料金審査専門小委員会」）の委員長として，一般電気事業
者 7 社延べ 9 件の電気料金値上げ審査5 ）に当たり，続いて，2015 年 9 月 1 日発足の「電
力取引監視等委員会」6 ）の下に設けられた「電気料金審査専門会合」の座長として一
般電気事業者全 10 社の託送料金審査7 ）に当たった。さらに本稿執筆時（2016 年 10 月）
には，電気料金審査専門会合改め「料金審査専門会合」（これも変わったのは名前だけ）に
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おいて，東京・東邦・大阪のガス大手 3 社の託送料金審査8 ）を行っている。
　電力などにかかわったことがなく何の知識の持ち合わせもない私にとって，格別望ん
で就いた職務ではなかったが，見聞きすることすべてが目新しく，学ぶこと・感じたこ
とは多々あった。そのなかでも特に印象深かったのは，法律上の根拠が定かでないまま
に原発の運転停止状態が続いたことである。上記の「電気料金有識者会議」が初会合を
開いた 2011 年 11 月 1 日時点では，全国でなお表 1の 11 機の商用原発9 ）が稼動してい
たが，次々と定検 10）入りし，定検明けの再稼動の見通しが不透明なまま運転を停止し
ていった。
　かくして，泊 3 号機の定検入りをもって，国内で稼動中の商用原発は，枝野幸男経済
産業大臣（当時）の言葉を借りれば「一瞬ゼロ」となった。この状態は，2012 年 7 月 1
日に関西電力大飯 3 号機が起動するまで続く。上記の「電気料金審査専門委員会」で東
京電力の小売り料金値上げ申請を審査したのが，同年 5 月 15 日から 7 月 5 日までの間
であったから，私にとっての料金審査第一号は，この長い「一瞬」とほぼ並走したこと
になる。以後の大飯 3 号機， 4 号機の「数奇な」歩みについては，別表に記載した通り
である。拙稿「原発はなぜ停まっているのか」は，自分が抱いた素朴な疑問から出発し
て，定期検査中であること，あるいは，いわゆる「適合性審査」申請中であることは，
原子炉の運転停止を義務づけるものではない，という答えを出したもので，いわば自問
自答の習作である。
表 1　商用原発の定検入り
電力会社 原　子　炉 定検入り年月日
関西電力 高浜 2 号機 2011 年 11 月 25 日
九州電力 玄海 1 号機 2011 年 12 月 1 日
関西電力 大飯 2 号機 2011 年 12 月 16 日
関西電力 美浜 2 号機 2011 年 12 月 18 日
九州電力 玄海 4 号機 2011 年 12 月 25 日
四国電力 伊方 2 号機 2012 年 1 月 13 日
東京電力 柏崎刈羽 5 号機 2012 年 1 月 25 日
中国電力 島根 2 号機 2012 年 1 月 27 日
関西電力 高浜 3 号機 2012 年 2 月 20 日
東京電力 柏崎刈羽 6 号機 2012 年 3 月 26 日
北海道電力 泊 3 号機 2012 年 5 月 5 日
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　拙稿執筆に際して我ながら驚いたことに，法令，それも煩瑣を極める省令・告示の類
について，法令全書を繰りながらいわゆる「改める文」に当たって一つ一つ改正の跡を
たどる作業に，奇妙に充実感を覚えた。以前より勤勉になったような気がしたのは（多
分，気がしただけであろうが），還暦を迎えた身としては密やかな喜びであった。そうな
ると今度は，安全規制の枠を超えて，法の観点から原子力発電の全体像を鳥瞰してみた
いという欲求が生じた。もちろん，我が身の菲才に引き替えあまりに身の程知らずの志
ではある。そこで観点を絞らなければならないが，まずは，「核燃料サイクル」の確立
という，日本国の長年の「国是」であり悲願であり続けた政策目標を勉強しようと思い
立って書き始めたのが本稿である。しかし，一口に「核燃料サイクル」といっても，マ
クロでは国際法上の枠組みから，ミクロでは立地対策に至るまで，法的問題に絞って議
論するにしたところで随分と間口が広い。そこで，日本の原子力政策の要の「核燃料サ
イクル」の，そのまた要とされてきた高速増殖炉「もんじゅ」の来歴から筆を起こすこ
ととした次第である。
　「改める文」を読んでいると，これを書いた（その当時は）若かったであろう官僚たち
の徹夜の労苦を追体験しているような錯覚に囚われた。それらの一行一行が，いくつも
の書架を占める膨大な法令全書に埋もれながら，いつか誰かに読まれる機会を辛抱強く
待っているようにも感じられ，今はすでに世を去ったかも知れぬ起案者に「ご苦労様」
と声を掛けたい気分になった。本稿は，性懲りもなく自問自答を書き綴った習作にすぎ
ない 11）が，私の死後，どこかの物好きの目に留まるのを見てあの世でほくそ笑んでみ
たいものだ─などと心中で太平楽を並べていた矢先に，これはさすがに因縁めいたも
のを感じるのであるが，大ニュースが舞い込んできた。
Ⅱ　いくつかの前提
1 ．もんじゅは廃炉か？
　全国紙各紙は，2016 年 9 月 14 日の朝刊で一斉に，政府が高速増殖炉「もんじゅ」の廃
炉も含めた検討に入った，と報じた。例えば，朝日新聞の報道ぶりは次のようであった 12）。
　もんじゅを巡っては政府内であり方を検討してきたが，運営体制の刷新は難しく，20 年以
上ほとんど運転していない施設に数千億円をさらに拠出することに国民の理解を得るのは難し
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い，との見方が出ている。政府は〔 9 月〕26 日召集の臨時国会に向けて，方向性を固めたいと
している。
　同日の日本経済新聞朝刊は，「核燃サイクル正念場」という見出しを掲げた（ 3 頁）。周
知のように，とりわけ「 3・11」以後，原発の廃炉それ自体は何ら珍しい出来事ではない。
それにもかかわらず「正念場」などという，趣味がいいとはお世辞にも言い難いが，そ
れにしても重大事らしいことを示唆する言葉遣いがなされるのは尋常ではない。繰り返
しになるが，日本の原子力政策の要が核燃料サイクルの確立であり，核燃料サイクルの
確立のそのまた要が「もんじゅ」の運用であったからこそ，「正念場」なのである。
　さて，同月 21 日 18 時に首相官邸で「原子力関係閣僚会議」が開かれた。同会議は，
「責任あるエネルギー政策の構築を図るため，特に，原子力政策に関する重要事項に関
し，関係行政機関の緊密な連携の下，これを総合的に検討することを目的と」するもの
であり，外務大臣，文部科学大臣，経済産業大臣，環境大臣，内閣府特命担当大臣（科
学技術政策），内閣府特命担当大臣（原子力防災），内閣官房長官が構成員となって，官房
長官が会議を主宰する 13）。会議はわずか 20 分ほどで終わったが，決定内容は，日本の
核開発の歴史に残るといってよいほど重要なものであった。そこで採択された方針は，
次のようである。
今後の高速炉開発の進め方について
1 ．我が国は，「エネルギー基本計画」に基づき，核燃料サイクルを推進するとともに，高速
炉の研究開発に取り組むとの方針を堅持する。
2 ．一方，東京電力福島第一原発事故後の新規制基準の策定，日仏高速炉協力の開始など，我
が国の高速炉開発を取り巻く環境について，近年，大きな情勢の変化があった。
3 ．こうした情勢変化を踏まえ，国内の高速炉開発の司令塔機能を担うものとして，新たに
「高速炉開発会議（仮称）」を設置する。同会議は，経済産業大臣を中心に，文部科学大臣，
日本原子力研究開発機構及び高速炉開発に携わる民間事業者（電力事業者及び原子炉メー
カー）の参画を得て構成する。
4 ．高速炉開発会議は，今後の我が国の高速炉開発方針案の検討・策定作業を行うこととし，
同方針は，本年中に原子力関係閣僚会議で決定することとする。
5 ．「もんじゅ」については，廃炉を含め抜本的な見直しを行うこととし，その取り扱いに関
する政府方針を，高速炉開発の方針と併せて，本年中に原子力関係閣僚会議で決定すること
とする。
30 第 13 巻第 3 号（2016）
　「もんじゅ」それ自体の運命は，これでおおよそ 谷
きわま
ったといってよかろう。報道によ
れば，廃炉がほぼ決定的となった理由には，再稼動すれば，新規制基準への適合性の確
保のためをはじめ新たに 5 千億円以上の支出が必要となるなど，巨額の費用を要するこ
とのほか，目前に迫った臨時国会で野党に攻撃の材料を与えたくないという政治的な思
惑もあった，という 14）。確かに，かつての「夢の技術」への憧れは疾うに失われていた。
しかし，1994 年 4 月 5 日の初臨界 15）に当たっては，国が記念切手を発行して寿いだの
であり，朝日新聞の社説でさえ，最大限の情報公開が必要で，「結論によっては『夢の
原子炉』から撤退する柔軟さを日本の原子力政策に求めたい」16）と述べて，懐疑的な
表現ながらも，まったく匙を投げていたわけではなかった。この間 20 年余の有為転変
を感じずにはいられない。
　日本は，この先，上記の「進め方」を消化し，具体策を策定するために，長い時間と莫
大な精力とを投入することを余儀なくされるであろう。そもそもひと口に廃炉といって
も，「もんじゅ」の場合，通常の軽水炉に比べてはるかに高額の費用を要すると見込まれ
ている 17）。また，「もんじゅ」の廃炉を示唆しながら，「高速炉の研究開発に取り組む」
ともいう。新たに設置される「高速炉開発会議（仮称）」は，「経済産業大臣を中心に，文
部科学大臣，日本原子力研究開発機構及び高速炉開発に携わる民間事業者（電力事業者及
び原子炉メーカー）の参画を得て構成する」というのであるから，主導権が経産省にある
ことは明らかで，そうすると，「原型炉」である「もんじゅ」からさらに実用に向けて一
歩進んだ「実証炉」を建設する目論見なのではないか，といった観測が生まれる。しか
しそうだとしても，「もんじゅ」でこれだけ懲りていながら，高速炉の新設など世間一
般と立地の地元に受け入れられる可能性があるのだろうか。技術的な観点からみても，
先進各国が高速炉から撤退しつつあるため，その建設・運転の経験には十分な蓄積がな
く，結局，「もんじゅ」と大同小異の炉しかできないのではなかろうか。例えば，液体
ナトリウム以外の冷却材を用いるような新機軸が打ち出されるとは考えにくい。あるい
は，「高速炉」といって「高速増殖
4 4
炉」という表現を意図的に避けているように見える
ところに注目すれば，増殖を放棄して，単にプルトニウムの消費だけを目的とした炉を
建設するつもりなのかも知れない。後に述べるように，高速増殖炉では，ウラン 238 に
高速中性子を入射させてプルトニウム 239 を生産するのであるから，ウラン 238 を省い
てしまえば，増殖を目的としない単なる高速炉が出来るのであろう。ただその場合，熱
中性子ではなく高速中性子を利用することにいかなるメリットがあるのか，私の知識で
はよく分からない。フランスの高速実証炉 ASTRID の開発に「相乗り」する可能性も
あろう 18）。いずれにせよ，控え目な言い方をしたとしても，前途は不透明である。
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　しかし，政府が（仮に「増殖炉」でないにしても）高速炉の研究開発路線を放棄しない
のは，「核燃料サイクルを推進する……との方針を堅持」しているからにほかならない。
してみれば，「もんじゅ」の来歴を語るにはまず，その前提として，核燃料サイクルと
は何物であるかについて語らなければならない。その際，概念的には，まず軽水炉燃料
サイクルを立ち上げて，然る後に高速増殖炉燃料サイクルが追随するという手順をとる
ので，以下では，
　　軽水炉の概念─軽水炉燃料サイクル─高速増殖炉およびその燃料サイクル
の順に説明することとする。
2 ．軽水炉─沸騰水型と加圧水型
　よく知られているように，今日，世界の商用原子炉の主流（日本の稼働中の商用炉はす
べて）は，「軽水炉」である。軽水とは，重水素（2H：陽子，中性子各 1 個からなる原子核
を有する）あるいは三重水素（3H：陽子 1 個，中性子 2 個からなる原子核を有する）と酸素
とからなる「重水」と対比させて用いられる言葉で，要するに普通の水を意味する。
　軽水炉では，その燃料中に 3 ～ 5wt％含まれているウラン 235 が反応の主役となる。
改めていうまでもなかろうが，この 235 という数字は，質量数すなわち原子核の陽子の
総個数と中性子の総個数との合計を示す。
　さて，ウラン 235 の原子核に中性子が衝突して 2 個の原子核すなわち核分裂片（fission 
fragment）に分裂するのが核分裂（nuclear fission）である。核分裂片の種類はさまざまで
あるが，質量数がほぼ等しい二つの核分裂片に分裂することはほとんどなく，核分裂片
の質量数をプロットすると，95 と 140 付近に分布のピークがあることが分かっている。
1 回の核分裂ごとに， 2 ～ 3 個の中性子が放出され（これを「核分裂中性子」という），そ
れがさらに別の原子核に入射して核分裂を引き起こす。このように，外部からのエネル
ギーの供給なしに核分裂が起こることを（核分裂の）連鎖反応（chain reaction）という。
もっとも，原子炉を新設して一番最初の核分裂を起こさせるためには，いわば種火とな
る中性子を核燃料の外部から供給しなければならない。これを「起動用中性子源」など
と呼び，自発的に中性子を放出する性質を有するカリホルニウム 25219）をステンレス管
に入れたものが用いられる。
　上に，原子核に中性子が衝突して核分裂が起こる，と述べたが，実は，中性子が原子
核に衝突して起こる反応はさまざまで，大きく，散乱（scattering）と吸収（absorption）
とに分けられる。散乱によって，入射中性子のエネルギーが失われ減速される。吸収は，
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捕獲と核分裂とに分かれる。捕獲では，入射中性子が標的原子核に取り込まれ，その原
子核の質量数が 1 だけ大きくなる。後に述べる
　　　　　　238U ＋ n　→　239U
という反応は，その一例である。
　このように，中性子が原子核に衝突しても，必ず吸収反応を起こすわけではなく，吸
収されても必ず核分裂を起こすわけではない。これら各種の反応が起きる確率を，それ
ぞれの反応の「断面積」と呼ぶ。核分裂を起こす確率は，したがって，「核分裂断面積」
である。一見すると奇妙な命名法であるが，次のような事情による 20）。まず，入射粒
子（ここでは中性子）が進行方向に垂直な単位面積当たり単位時間に入射する個数を入
射強度といって Iで表す。標的物質（ここではウラン 235）の原子核の単位体積当たりの
個数を N，標的の進行方向の幾何学的面積を S，厚さを d，反応率すなわち単位時間当
たりの反応回数を RTOTAL と表す。それぞれの量の単位は以下のようである。
　　　　　　［I］＝ 1/cm2
　　　　　　［N］＝ 1/cm3
　　　　　　［S］＝ cm2
　　　　　　［d］＝ cm
　　　　　　［RTOTAL］＝ 1/s
　RTOTAL は，I，N，S，d，に比例し，その比例定数をσとすると，
　　　　　　RTOTAL ＝σINSd
σ＝
RTOTAL
INSd
　ここでσは，標的原子核の 1 個当たり，ある反応（例えば核分裂）が何回起こるかを
表す。これらの単位の次元を整理すると以下のようになる。
［σ］＝
1
s ＝［cm2］
1
cm2・s
1
cm3
［cm2］［cm］
　このように，σは面積の単位をもつのである。断面積の単位をバーン（barn）といい，
1 barn ＝ 10-24cm2 である。
　核分裂断面積は，同じウラン 235 であっても入射中性子のもつエネルギーの大きさに
よって異なる（図 1）。核分裂中性子は，約 2 万 km/s の速度をもつので「高速中性子」
（エネルギーは 2MeV ほど）と呼ばれるが，ウラン 235 の原子核は高速中性子が当たって
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も分裂しにくいため，その速度を約 2.2km/s に減速したもの（「熱中性子」21）と呼ぶ。エ
ネルギーは 0.025eV ほど）を入射させる。ウラン 235 原子核が熱中性子を吸収した場合，
核分裂が生ずる確率は約 84％である。
図 1　ウラン 235 の核分裂断面積の入射中性子エネルギー依存性 22）
　熱中性子を利用して核分裂反応を起こさせる原子炉を「熱中性子炉」（thermal neutron 
reactor, thermal reactor）という。高速中性子を減速させるための材料が「減速材」であり，
一般に原子炉の型式の呼称は，減速材に何を用いるかによって決まる。軽水炉とは，熱
中性子炉のうち減速材に軽水を用いるものの総称である。
　さて，断面積に規定されるとはいえ，ひとたび連鎖反応が起きると，ねずみ算式に核
分裂が進行してしまう可能性がある。こうした事態を意図的に作り出して兵器としたの
がウラン型原爆であることはいうまでもない。連鎖反応を制御するために原子炉に装備
されるのが「制御棒」であり，炉心にあらかじめ設けてある隙間を上下する仕組みに
なっている。制御棒は，中性子を吸収する性質をもつ素材から出来ており，下に述べる
沸騰水型軽水炉では炭化ホウ素（B4C），加圧水型軽水炉では銀・インジウム・カドミウ
ムの合金である。制御棒は，加圧水型では上から降下し，沸騰水型では下からせり上が
る。東京電力の原発はすべて沸騰水型であるが（別表参照），「 3・11」に際しては，福
島第一原発（そのうち，運転中であった 1 ～ 3 号機）の制御棒は正常に作動し，運転を緊
急停止させること（これを「（原子炉）スクラム」と呼ぶ）ができた。
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　核分裂中性子を 1 個だけ次の核分裂に利用しその余の中性子を制御棒に吸収させる
と，核分裂の回数が一定となる。換言すれば，「核分裂連鎖反応が外部から中性子を
供給することなしに，時間とともに増えも減りもせず一定に維持される状態」23）であ
る。この状態を「臨界」（criticality）と呼ぶ。臨界を超えて核分裂が進行する状態が「臨
界超過」であり，その反対を「臨界未満」と呼ぶ。
　肝腎な点は，核分裂を起こさせるとなぜ電気を生むことができるのか，である。ウラ
ン 235 の原子核は，1 分裂当たり 2 億電子ボルト 24）（200MeV）程度のエネルギーを放出
する。このエネルギーの多くは，核分裂片のもつ運動エネルギーであるが，核分裂片が
静止状態になると，そのエネルギーはすみやかに熱に変換される。核分裂片は，静止す
ると核分裂生成物（fission product）と呼ばれる。核分裂生成物の多くは不安定で，β線
やγ線を放出して安定した原子核になろうとする。β線・γ線のエネルギーは周囲の物
質に吸収されて熱になるが，これを「崩壊熱」という。これらの熱エネルギーを炉心か
ら奪う材料を「冷却材」といい，軽水炉では，減速材としてだけではなく，冷却材とし
ても軽水が用いられる 25）。
　軽水炉には，基本的に二つのタイプがある。沸騰水型（BWR: boiling water reactor）と
加圧水型（PWR: pressurized water reactor）がそれである。
　BWR は，もともと経済性を重視して（つまりはじめから商用を目指して）General 
Electric（GE）社が開発した。ポンプで炉心に導き入れられた水が熱で気化して高温・
高圧の水蒸気となり，この水蒸気をそのままタービンの羽根へ吹き掛けて回転させ，そ
の回転をタービンと同軸の発電機に伝えて電気を発生させる。これは，簡明な仕組みで
あり，特に熱交換器を経ずに水蒸気をタービンに送り込むので，開発当初の目論見通り
経済的であるというメリットをもつが，タービンまでが放射性物質に汚染されるため，
放射線遮蔽の範囲を広く取らなければならないデメリットもある。
　PWR は，Westinghouse（WH）社が潜水艦の動力として開発した。その実装第一号が，
原潜 Nautilus であることはよく知られている。PWR では，冷却系が一次系と二次系と
に分かれており，炉心を潜り抜けて熱を奪う一次系の冷却水は加圧器で加圧されて高温
でも液相を保ち，蒸気発生器で二次系の冷却水に熱を伝える。以下は，BWR と同じで
ある。冷却系が 2 系統となるだけ仕組みは複雑化するが，二次系以降は放射能に汚染さ
れないため，遮蔽範囲が自ずから限定されるメリットがある。
　BWR と PWR のイメージを図 2に示す。
　別表に，日本の商用原発がいずれの炉型に属するかを示した。東北・東京・中部・北
陸・中国の各電力が BWR を，北海道・関西・四国・九州の各電力が PWR を，それぞ
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れ採用している。原発プラントメーカーでいえば，東芝・日立製作所が BWR を，三菱
重工が PWR を，それぞれ主力としているが，東芝が PWR の開祖たる WH の原子力部
門を買収して二刀流となった経緯は，よく知られている通りである。
3 ．核燃料サイクル 27）
　ア　意 義
　軽水炉のおおよその仕組みがわかったことにして，では「核燃料サイクル」─現段
階では，軽水炉燃料のそれ─とは何かについて，最大の利害関係者である電事連から
その説明を聞こう 28）。ただし，「核燃料サイクル」に代えて，「原子燃料サイクル」と
図 2　BWR・PWRの概念 26）
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いう用語が，おそらくは意図的に用いられている。
　原子力発電で一度使ったウラン燃料（使用済燃料）は，再処理することで，もう一度原子力
発電の燃料としてリサイクルできます。ウラン資源を再利用すれば，エネルギーを長期にわた
り安定供給することができます。
　発電後の使用済燃料の中には，核分裂していないウランや，原子炉内で生まれたプルトニウ
ムが含まれています。これらは再処理して取り出し，燃料として再利用すること，つまりリサ
イクルすることができます。ウラン燃料をリサイクルして利用する一連の流れを「原子燃料サ
イクル」といいます。
図 3　広義の核燃料サイクルのイメージ 29）
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　このように，原発の使用済燃料からウラン 235 やプルトニウム 239 を回収して再び原
発の燃料として使用することを，「狭義の」核燃料サイクルと呼ぶことがある。それに
対して，「広義の」核燃料サイクルとは，原発を中核として，ウラン鉱石の採掘から始
まって放射性廃棄物の処理に至る一連のプロセスを指す。もちろん，使用済核燃料から
ウラン・プルトニウムを回収せず，そのまま廃棄物として直接処分する選択肢もあり，
これを，「オープン・サイクル」と呼ぶ。回収する選択肢は，「クローズド・サイクル」
である。広義の核燃料サイクルのイメージを，図 3に示す。
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　考えてみれば，オープンであれクローズドであれ，広義の核燃料サイクルは結局のと
ころ，いかなる製品であってもたどる
　　　原料　→　素材　→　半製品　→　最終製品　→　利用・消費　→　廃棄
という一方向のプロセスの核燃料版にすぎず，放射性廃棄物が摩訶不思議な反応を起こ
して再びウラン鉱に化けたりするはずもない以上，厳密な意味での「サイクル」ではな
い。サイクルの名に値するのは，図 3において MOX 燃料加工工場の外周をなす円環，
および，原発→再処理工場→ MOX 燃料加工工場の円環である。この両円環が備わって
はじめて，軽水炉燃料サイクルが確立されたことになる。
　さて，図 3の一連のプロセスのうち，ウラン鉱石の採掘から原発までのプロセスを
「フロントエンド」と，原発以後最終処分までのプロセスを「バックエンド」と呼ぶ習
わしである。以下では，各工程について概観する。
　イ　フロントエンド
　製錬は，ウラン鉱石からウランを滲出させた貴液を濃集・精製していわゆる「イエ
ローケーキ」（その成分の 70 ～ 90％は八酸化三ウラン：U3O8）を取り出し，さらにこれに
さまざまな化学的処理を加え，二酸化ウラン（UO2）を経て，四フッ化ウラン（UF4）を
得る工程である。転換の工程では，四フッ化ウランにフッ素ガスを反応させてガス状の
六フッ化ウラン（UF₆）を得る。六フッ化ウランは，常温で無色の固体であるが，大気
圧中で比較的に低い温度で昇華するため（56.5℃），ガス化処理に適している。
　製錬の中でも，イエローケーキを得るまでの工程を「粗製錬」と，それ以後を「精製
錬」と呼ぶ。粗製錬は，ウラン鉱石採掘現場に近いところ（いわゆる「山元」）でなされ
ることが多いため，ウラン鉱石生産国が世界中に広がっているのに応じて，粗製錬施設
も広く分布しているが，精製錬から転換になると，役務を提供する施設の所在は，欧米
を中心とする少数の国に限られてくる。なお，製錬・転換とも，その役務は今日日本国
内では提供されていない。
　核燃料サイクルの最も川上に位置するウラン鉱石の採掘についていえば，よく知られ
ているように，1955 年 11 月に人形峠（岡山・鳥取県境）に露頭が発見されたことに始ま
り，その後，東濃地区（岐阜県東部）などで有望とされる鉱床の探査が進められた。し
かしこれまた周知のように，国産鉱石は低品位で産出量も少なかったため，1970 年代
からは，海外産ウランが主力となった。
　このように，日本の核開発ははじめから「自前主義」の色彩が強かったため，炉規法
は制定以来，核燃料サイクルの各工程に係る役務が国内で提供されることを前提とし
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て，各役務の提供を「業」として規制してきた 30）。ただし，原子炉の設置・運転に関
する規制は施設の規制とされており，「原子炉運転業」といった業は観念されていない。
また，核燃料物質の使用等に関する規制を業・施設の規制の後に設けて，業あるいは施
設について許認可を受けている者以外の者が核燃料物質を使用する行為を規制して，い
わば「こぼれ球」を拾う仕組みになっている。ここでは，規制の詳細に立ち入る余裕は
ないので，各工程と炉規法の章建てとの対応関係を表 2に示す。
　ただし，炉規法の規制対象たる各カテゴリー（業・施設・行為）が上記の核燃料サイ
クルの各工程にそのまま対応しているという保証はない。炉規法の各規制対象の意味内
容が吟味されなければならない所以である。そこでまず，炉規法で「製錬」がいかに定
義されているかを見よう。
第 2 条①～⑦　　略
⑧　この法律において「製錬」とは，核原料物質又は核燃料物質に含まれるウラン又はトリウム
の比率を高めるために，核原料物質又は核燃料物質を化学的方法により処理することをいう。
　これだけでは趣旨が判然としないが，「核原料物質又は核燃料物質に含まれるウラン
又はトリウム 31）の比率を高める」とは，同位体組成を変えることなくウランの含有率
表 2　炉規法の規制対象
炉規法の章 規制の対象 備　　　　　考
第 2 章 製錬の事業
第 3 章 加工の事業
第 4 章 原子炉の設置，運転等
第 4 章の 2 貯蔵の事業
炉規法の一部を改正する法律（平成11年法律第75号）
によって追加
第 5 章 再処理の事業
第 5 章の 2 廃棄の事業
炉規法の一部を改正する法律（昭和61年法律第73号）
によって追加
第 5 章の 3 核燃料物質等の使用等
炉規法の一部を改正する法律（平成17年法律第44号）
によって章名変更（原始炉規法では第 6 章）
第 5 章の 4 原子力事業者等の責務 設置法附則 17 条によって追加
第 6 章 原子力事業者等 上記平成 17 年法律第 44 号によって章名追加
第 6 章の 2 国際規制物質の使用等
炉規法の一部を改正する法律（昭和36年法律第50号）
によって追加
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を高めることを意味するとすれば，炉規法上の「製錬」には，工程としての製錬と転換
の両者が包含されると解すべきであろう。工程としての製錬と転換は，ウランの比率を
高めるために「核原料物質又は核燃料物質を化学的方法により処理すること」に違いな
いからである。
　ただ，原始炉規法の国会審議に当たって，当時の科学技術庁原子力局長が，「「製錬」
とは，抽出，精製，還元の三つを含んでいる」と答弁している 32）ことには注意を要する。
ここでいう「還元」が，イエローケーキ（U3O8）を水素ガスで還元して UO2 を得ること
を指すのであれば，工程としては（精）製錬であって転換ではなく，
　　　炉規法上の製錬＝工程としての製錬＋工程としての転換
という上記の解釈も怪しくなるからである。もっとも同時に原子力局長は，「イエロー・
ケーキくらいまで高める……段階までを一応抽出というふうにいたしまして，それから
実際に天然ウランの還元までに至る精製の過程を精製というふうに見まして，最後に還
元して完全な天然ウランにするという段階を還元というふうに規定いたしまして，その
三つが〔製錬に〕含まれている」とも答えている。してみれば，抽出が粗製錬を，精製
が精製錬を，還元が転換を，それぞれ意味しているようでもある。しかし，そう解する
にしても，「完全な天然ウラン」とは何であるかよくわからないし，転換（UF4 → UF6）
を「還元」と呼んでよいものか，自信がない。ただいずれにせよ，上記のように，日本
では現在，製錬・転換の役務は提供されていないので，ここでは，疑問を止めておくだ
けとする。
　「濃縮」とは，天然ウランに 0.7％程度しか含まれていない核分裂性のウラン 235 の含
有率を 3 ～ 5％程度に引き上げて，軽水炉の燃料に適するようにする工程である。過去
さまざまな技術が試されてきたが，今日では，遠心分離法が最も広く行われている。こ
れは，ウラン 235 とウラン 238 との間のわずかな質量差を利用するもので，六フッ化ウ
ランガスを入れた円筒を高速回転させると，質量の軽いウラン 235 は円筒中心部に，重
いウラン 238 は外周部に濃縮される。この工程を繰り返して，次第にウラン 235 の濃度
を高めていくのである。
　1950 年代から 70 年代まで，アメリカがほとんど一手に西側各国の濃縮需要に応えて
いた。その後，西欧諸国も参入して，今日では，アメリカの独占は過去のものとなっ
た 33）が，濃縮能力をもつ国は表 3のように極く少ない。日本の自前主義は，もちろん
濃縮の分野でも発揮されて，1979 年以来，動燃が人形峠の「山元」で，遠心分離法を
用いた濃縮のパイロットプラント・原型プラント 34）を運営してきたし，1992 年以来，
日本原燃のウラン濃縮工場（青森県六ケ所村）35）で商用の濃縮が行われてきたが，設備
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能力のシェアは小さく，しかも，フル稼働には程遠い状態である 36）ため，世界的な寡
占状態を突き崩すには至っていない。
表 3　世界のウラン濃縮設備 37）
国　　名 事　業　者 所　在　地 濃縮法 規　模 操業開始
アメリカ
合衆国濃縮公社 パデューカ ガス拡散法 11,300 1954
Louisiana Energy 
Services (LES)
ニューメキシコ 遠心分離法 3,000 2010
フランス COGEMA トリカスタン 遠心分離法 7,500 2011
オランダ URENCO アルメロ 遠心分離法 4,500 1973
ドイツ URENCO グロナウ 遠心分離法 4,500 1985
ロシア
Siberian Chemical 
Complex (JSC SCC)
トムスク 遠心分離法 4,000 1950
Angarsk Electrolysis 
& Chemical Combine 
(JSC AECC)
アンガルスク 遠心分離法 1,000 1954
イギリス URENCO カーペンハースト 遠心分離法 4,000 1972
中国 中国核工業集団公司
陝西省漢中 遠心分離法 1,000 1997
甘粛省蘭州 遠心分離法 500 2005
日本 日本原燃 青森県六ヶ所村 遠心分離法 1,500 1992
パキスタン
パキスタン原子力
委員会（PAEC）
カフタ 遠心分離法 5 1984
注： 2015 年 11 月現在。規模の単位は tSWU/ 年。SWU は，天然ウランから濃縮ウランを分離する際に必要な仕事量。日本
原燃六ヶ所濃縮工場の規模は，最終目標。
　表 2に見るように，炉規法は濃縮を規制対象として明文では掲げていないが，同法の
定義する「加工」に含まれると解される 38）。
第 2 条①～⑧　　略
⑨　この法律において「加工」とは，核燃料物質を原子炉に燃料として使用できる形状又は組
成とするために，これを物理的又は化学的方法により処理することをいう。
⑩　　略
　濃縮はまさに，「核燃料物質を原子炉に燃料として使用できる……組成とするために，
これを物理的……により処理すること」に当たるといえよう。一見すると濃縮は，上記
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の炉規法 2 条 8 項の「製錬」にも読み込めるようであるが，同項が製錬を「化学的方法」
によるものと限定しているところ，遠心分離法は「物理的方法」に当たるであろうから，
製錬に含まれるとは考えにくい。
　再転換とは，濃縮の工程でウラン 235 の同位体比が高められた六フッ化ウランを脱
フッ素化して二酸化ウラン（UO2）の粉末にする工程であり，水やアンモニアを用いる
化学反応を利用する。日本では，三菱原子燃料株式会社がこの役務を提供しており 39），
茨城県東海村の工場の年間処理能力は，450t-U である。
　再転換の次の加工は，「成形加工」と呼ばれることも多い。パウダー状の二酸化ウラ
ンを成形焼結して縦横 1cm ほどの円柱形のペレットにし，多数のペレットを，ジルコ
ニウムを原材料として少量の錫，鉄などを混ぜたジルカロイ（zircaloy）合金なるもので
できた被覆管に入れる。これが燃料棒であり，さらに燃料棒を束ねて燃料集合体を作り，
多数の燃料集合体を円柱状に配列したものを原子炉圧力容器内に据え付ける。
　日本では従来，各原子炉プラントメーカーのグループ企業が核燃料の加工（三菱重工
グループでは再転換も）を行ってそれを電力各社（および日本原電）に納入してきた。その
関係を図示すると図 4のようである 40）。
図 4　原子炉プラントメーカーと核燃料成形加工事業者
核燃料事業会社
統合（持ち株会社方式？）
仏アレバ
三菱
重工業
三菱原子燃料原子燃料工業
米WH
東芝
GNF日本法人
米GE
＋ ＋ ＋
日立
製作所
加圧水型炉沸騰水型炉
BWR BWR
BWR PWR PWR
PWR
　報道によれば，「 3・11」以降の核燃料需要の著しい落ち込みに直面して，上記の 3
陣営は，核燃料事業を統合する方向で最終調整に入った模様である 41）。各陣営が 3 分
の 1 ずつを出資する持ち株会社を作り，核燃料 3 社をその傘下に収めるなどの案が検討
されているという 42）。
　なお，再転換・加工（成形加工）の工程は，炉規法の「加工」に当たるものとして規
制される。
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　ウ　バックエンド
　使用済核燃料は，再処理を待つ間，然るべき施設に貯蔵されなければならない。この
用に供されるのが「中間貯蔵施設」である。表 2に示したように，1999 年に炉規法が
改正されて「貯蔵」の事業の規制に関する規定が追加され，2005 年に東京電力（今日で
は東電 HD）と日本原子力発電株式会社とが共同で「リサイクル燃料貯蔵株式会社」（略
称 RFS）を設立し，青森県むつ市に「リサイクル燃料備蓄センター」を建設中である。
2010 年 5 月 13 日付で，同センターについて炉規法 43 条の 4 第 1 項に基づく使用済燃
料貯蔵事業許可処分がなされ，2014 年 1 月 15 日付で新規制基準 43）に対する適合性審
査の申請（同法 43 条の 7 第 1 項本文に基づく使用済燃料貯蔵事業変更許可申請）がなされて
現在審査中である 44）。各原発サイトの使用済燃料プールの貯蔵能力が限界に近づくな
か，事業者が共同して中間貯蔵施設を建設しようという提案もなされている 45）。
　ようやく「再処理」について語る段階になった。上記アで述べたように，狭義の核燃
料サイクルが存在するとは，とりもなおさず，広義の核燃料サイクル中に再処理の工程
が挿入されていることであったが，表 2に見るように，原始炉規法においてすでに再処
理の事業が規制対象に組み込まれていたことに注意すべきである。「原子炉に燃料とし
て使用した核燃料物質その他原子核分裂をさせた核燃料物質（以下「使用済燃料」という。）
から核燃料物質その他の有用物質を分離するために，使用済燃料を化学的方法により処
理すること」という，現行炉規法 2 条 10 項の再処理の定義も，原始炉規法からほとん
ど変わっていない 46）。
　繰り返しになるが，軽水炉燃料の再処理では，使用済燃料中のウラン・プルトニウム
を核分裂生成物から分離して回収することが目的とされる。その工程をやはり電事連に
語ってもらおう 47）。
1 　受入・貯蔵
　各発電所から運ばれてきた使用済燃料は，燃料貯蔵プールで冷却貯蔵します。
2 　せん断・溶解
　使用済燃料を長さ約 3 ～ 4cm の小片に切断した後，溶解槽で，硝酸により溶かされます。
3 　分離
　使用済燃料を，リサイクルできるウランとプルトニウム，核分裂生成物に分離します。核
分裂生成物はガラス固化し，高レベル放射性廃棄物として安全に保管します。
4 　精製・脱硝酸
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　分離されたウランは硝酸ウラン溶液に，プルトニウムは硝酸プルトニウム溶液に精製され
ます。その後，硝酸プルトニウムに硝酸ウラン溶液の一部を加えたのち，それぞれから硝酸
を取り除いて酸化物にします。
5 　製品貯蔵
　再処理されたウラン酸化物とウラン・プルトニウム酸化物は，それぞれ専用の容器で貯蔵
されます。
　商用技術として唯一確立されたものといわれる「ピューレックス」（PUREX: plutonium 
uranium reduction extraction）法を概観した説明である。
表 4　世界の再処理工場 48）
国 事　業　者 所　在　地 工　場　名 処理能力 操業開始
仏 AREVA NC ラ・アーグ
UP2-800 1,000 1996
UP3 1,000 1990
英 Sellafield Ltd セラフィールド
NDA THORP 900 1994
NDA Magnox 
Reprocessing
1,500 1964
露
Mayak Production 
Association
チェリャビンスク RT-1 400 1971
日
原子力機構 茨城県東海村
核燃料サイクル工学
研究所
210 1981
日本原燃 青森県六ヶ所村 再処理事業所 800 2018（予定）
注： 2015 年 11 月現在。処理能力の単位は tU/ 年。トン・ウラン（tU）は，ウランが金属状態であるときの重量。
　日本は，再処理の歴史の長い国であり，すでに 1981 年に原子力機構（当時は，動燃）
の再処理施設 49）（茨城県東海村）の本格運転が開始されたが，あくまで研究開発を目的
とした施設であり，2006 年には電気事業者との間の役務再処理を完遂し，現在は，廃
止に向かって検討が進められている。一方，日本原燃の六ヶ所再処理工場は，東海再
処理施設の開発した技術を継承しつつ商用の再処理を目指す施設で，1993 年に着工，
2006 年からは，実際の使用済燃料を使用する「アクティブ試験」が行われたが，建物
の竣功時期が次々と延期され，本稿執筆時点でいまだ操業に漕ぎ着けていない。日本原
燃は，2014 年 1 月 7 日付で，同工場についていわゆる新規制基準への適合性の審査を
申請したが（法的には，炉規法 44 条の 4 第 1 項本文による再処理事業変更許可申請），その後，
幾度かの補正を重ね，2015 年 11 月 16 日の補正で，竣功時期を従前の 2015 年 3 月から
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2018 年度上期へと変更した 50）。こうした状況から，表 4に示すように，再処理の分野
でも，ヨーロッパ勢による寡占状態が続いている。
　しかし，もともと軽水炉用の核燃料にプルトニウムは含まれていないのに，回収すべ
きプルトニウムはどうやって生じたのか。ここでの主役は，炉心で燃焼する（つまり熱中
性子が入射して核分裂する）ウラン 235 ではなく，核分裂しないウラン 23851）の方である。
ウラン 238 は，どのようなエネルギー・レベルの中性子でもよく捕獲して，まず23992 U と
なり，次にこれがβ崩壊してネプツニウム（23993Np）が生じ，さらにもう一度β崩壊して
プルトニウム（23994Pu）が生ずるのである。
　プルトニウム 239 も核分裂性物質であるから，ウラン 235 と同様に熱中性子を吸収し
て核分裂を起こし， 1 個の原子核の分裂についてウラン 235 とほぼ同じ約 200MeV の
エネルギー生み出す。したがって，軽水炉の炉心で生成するプルトニウム 239 も発電に
寄与し，その寄与度はウラン 235 の燃焼が進むにつれて大きくなる。ウラン 238 もまっ
たく核分裂を起こさないわけではないが，簡単化のために無視すれば，ウラン 235 とプ
ルトニウム 239 の核分裂寄与割合（おおむね発電への寄与割合）は，時間の経過とともに
図 5のように変化する。
図 5　軽水炉中の核分裂寄与割合の変化 52）
　他方，ウラン燃料は，ウラン 235 が文字通り「燃え尽きる」まで使用されるわけではな
い，核分裂が進行すると，中性子をよく吸収する核分裂生成物であるキセノン（54Xe）やサ
マリウム（62Sm）などが蓄積してきて，連鎖反応が起こりにくくなるため，ある程度燃焼さ
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せたところで取り替えられる。そこで，燃料棒の成分には，図 6のような変化が生じる。
　このように再処理とは，使用済燃料に存在しているウラン 235，プルトニウム 239 を
《漉し取る》ことを意味するのである。
　再処理して得られたウランとプルトニウムの混合酸化物を成形焼結したペレット多数
をジルカロイ製（「もんじゅ」ではステンレス製）の被覆管に封入して燃料棒を作り，この
燃料棒を多数集めて燃料集合体を作る。この混合酸化物がすなわち MOX 燃料（Mixed 
Oxide Fuel）である。
　ペレットのプルトニウム含有率は，燃料の用途に応じてさまざまに変えられる。
MOX 燃料を軽水炉で使用する場合─これを，日本でだけ「プルサーマル」と呼ぶ 54）
─には，プルトニウムの含有率が 4 ～ 9wt％にされており，その余の大部分はウラン
238 である。高速増殖炉では，20 ～ 30wt％である。日本では，表 5の 6 機で MOX 燃料
の使用実績がある。
表 5　MOX燃料使用実績 55）
原子炉 炉　　型 装荷開始 累積装荷体数
ふげん ATR（新型転換炉） 1981 772
もんじゅ FBR 1994
玄海 3 号 PWR 2009 32
伊方 3 号 PWR 2010 16
高浜 3 号 PWR 2010 8
福島第一 3 号 BWR 2010 32
注： アンケートによる判明分のみ
図 6　軽水炉におけるウラン燃料の変化 53）
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　MOX 燃料の成形加工の役務も，表 6に見るように寡占状況が著しい。ベルギーの
FBFC（Franco-Belge de Fabrication du Combustible）も仏アレバ社の子会社であるから，同
社の独占に近い。
　日本でも，表 6にある原子力機構の「プルトニウム燃料技術開発センター」（茨城県東
海村）で，高速実験炉「常陽」，新型転換炉「ふげん」および「もんじゅ」の MOX 燃料
を製造してきた実績があるし，商用では，上記の日本原燃の MOX 燃料加工工場が青森
県六ヶ所村の再処理工場に隣接して建設中であり，2019 年の竣功を目指している 57）。
　再処理が繰り返されるとしても，無限回に及ぶことはあり得ないから，使用済核燃料
は，何らかの段階で，核燃料サイクルのさまざまな工程から生み出される廃棄物ととも
に処理なされなければならないが，核廃棄物の処理は，それ自体で一個の巨大な問題群
をなしており，ここで詳述する余裕はないので，別の機会を帰したい。
　ただここで一点指摘しておくべきことがあるとすれば，特定放射性廃棄物の最終処
分に関する法律（平成 12 年法律第 117 号）が，使用済燃料を再処理したいわば「残り滓」
を「第一種放射性廃棄物」（いわゆる高レベル放射性廃棄物）としつつ（ 2 条 8 項），使用済
燃料それ自体は第一種放射性廃棄物とはせず，再処理の工程を経ることを自明視してい
るかに見えることである。核燃料サイクルの確立という「国策」が，ここでも顔を覗か
せているといえよう 58）。
　因みに，使用済 MOX 燃料もその再処理が行われなければならない。下記 4 ．で述べ
る高速増殖炉の場合には，再処理によって，燃焼分よりも多くのプルトニウム 239 を
表 6　世界のMOX燃料加工施設 56）
国名 事業者 所在地 炉型 製造能力 操業開始
フランス AREVA NC マルクール LWR 195 1995
ロシア
VI Lenin Research 
Institute of Nuclear 
Reactor (Niiar)
ディミトログラード FBR 1 1975
Mayak Production 
Association
チェリャビンスク FBR 0.5 1980
日本
原子力機構 茨城県東海村 FBR 10 1988
日本原燃 青森県六ヶ所村
PWR
BWR
130
2019
（予定）
ベルギー FBFC デッセル
PWR
BWR
100 1997
注： 2015 年 11 月現在。LWR は，軽水炉（light water reactor）の総称。製造能力の単位は tHM/ 年。HM は，MOX 中のプル
トニウムとウランの金属成分の質量。
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回収することが生命線でさえある。この問題については，2005 年 10 月の原子力政策大
綱 59）で，2010 年ころから検討を開始するとされ，世上，「第二再処理工場」なる施設
で使用済 MOX 燃料の再処理を行うことが想定されていたが，もちろん，具体化には
至っていない。ただし原子力機構において，再処理施設で新型転換炉「ふげん」の，ま
た，高レベル放射性物質研究施設（CPF: Chemical Processing Facility）で高速実験炉「常陽」
の使用済 MOX 燃料の再処理が行われた実績がある。
4 ．高速増殖炉 60）
　ここまで来て，ようやく本題の高速増殖炉（FBR：fast breeder reactor）について語る
段取りとなった。上記 3 ．に述べたところから，使用済燃料の再処理および MOX 燃料
の成形加工の多くを海外に委託してきたとはいえ，日本でも，軽水炉燃料サイクルが
細々ながら行われているといえよう。しかし，所詮は使用済燃料にわずかに残ったウラ
ン 235 とプルトニウム 239 とを《漉し取る》だけの，文字通りのリサイクルであり，ど
れだけサイクルを回したところで，回収量は先細りするであろう。
　ところが軽水炉中では，副産物とはいえプルトニウム 239 が生成し，しかも発電に少
なからぬ貢献をしているのであった。この事実は，次の含意をもつ。
①　プルトニウム 239 だけを燃焼成分とする原子炉を作ることができる。実際，上記
のように，プルトニウム 239 原子核 1 個の核分裂につき，ウラン 235 の場合とほと
んど変わらない約 200MeV のエネルギーが発生するのであった。
②　ウラン 238 は，上記のように，どのようなエネルギー・レベルの中性子でも，よ
く捕獲してプルトニウム 239 に変化するのであった。その際，ウラン 238 原子核に
入射するのは，ウラン 235 に限らず，いかなる元素由来のものであってもよいので
あるから，プルトニウム 239 の核分裂中性子でもよい。
　そうだとすれば，プルトニウム 239 だけを燃焼成分とする燃料を装荷し，核分裂に
よって発電に必要な熱を発生させつつ，かたがた，ウラン 238 をプルトニウム 239 に変
化させればよいのではないか。換言すれば，プルトニウム 239 が自分で自分を再生産す
るサイクルができるのではないか。
　単なる再生産サイクルどころではない。いま，
C＝
生成したプルトニウム 239 の原子数
消滅したプルトニウム 239 の原子数
とおいたとき，Cを転換比という。仮に C＞ 1 となる場合があるのであれば，それは，
核分裂によって消滅するよりも多くのプルトニウム 239 が得られることを意味するの
48 第 13 巻第 3 号（2016）
で，この場合には Cを増殖比と呼ぶ。増殖を目的とした原子炉がすなわち増殖炉であ
る。0.7 ≦ C≦ 1 の場合には，転換炉という。増殖炉とは，燃焼した以上のプルトニウ
ム 239 を生産しようという，深い欲望の結晶なのである。しかし，プルトニウム炉で
C＞ 1 を実現できるのであろうか。
　いま，ある核分裂性物質の 1 回の核分裂当たり発生する中性子の個数をνとする。上
記のように，中性子が原子核に入射した場合に生ずる反応はさまざまであるが，簡単化
のために吸収だけを考え，吸収断面積をσa，核分裂断面積をσf とすると， 1 個の中性
子が原子核に吸収されて発生する核分裂中性子の個数ηは，
η≡ν
σf
σa
となる。
　増殖を実現するためには，ηが少なくとも 2 である必要がある。うち 1 個がプルトニ
ウム 239 原子核に入射して連鎖反応を維持し，残りの 1 個がウラン 238 原子核に捕獲さ
れてプルトニウム 239 を生成して，ようやく，消滅するプルトニウム 239 の原子核の数
と生成されるそれとが等しくなるからである。ほかの条件が同じであれば，ηの値が大
きいほど，効率よくウラン 238 からプルトニウム 239 を生成して増殖比 Cの値を大き
くすることができる。
表 7　核分裂性物質のν値とη値 61）
核分裂性物質
熱中性子（0.025eV） 高速中性子（1MeV）
ν η ν η
ウラン 233 2.49 2.29 2.58 2.40
ウラン 235 2.42 2.07 2.51 2.35
プルトニウム 239 2.93 2.15 3.04 2.90
　いくつかの核分裂物質について，ν値とη値を示したのが表 7であるが，これから，
核分裂中性子の生産効率（これを業界用語で「中性子経済」などと称する）の点で，プルト
ニウム 239 に高速中性子を入射させるのが最も有利であることが分かる。もっともプ
ルトニウム自体の核分裂断面積は，ウラン 235 と同様，熱中性子を入射させた方が大
きくなる（図 7）ので，発電の効率を考えると，高速中性子を利用することは不利にな
る。そこで，燃料のプルトニウム富化度を高くするなどの対応が必要となる。しかし，
MOX 燃料中のウラン 238 は，高速中性子が入射して，図 8にイメージを示すように燃
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焼分よりも多くのプルトニウム 239 に変化する。
　高速増殖炉の仕組みは軽水炉とは大きく異なる。これまでに述べたところから明らか
なように，「高速」は「増殖」に係る修飾語ではなく，熱中性子ではなく高速中性子を用い
ることを指す。高速増殖炉では，炉心の中央部分にプルトニウム富化度を高めた MOX 燃
料が，外周部分にウラン 238 からなるブランケット燃料が装荷される。減速材は用いら
れないから，核分裂で発生した高速中性子がプルトニウム 239 とウラン 238 に入射し，
前者からはさまざまな核分裂生成物が，後者からはプルトニウム 239 が生ずるのである。
図 8　高速増殖炉におけるMOX燃料の変化 63）
図 7　プルトニウム 239 の核分裂断面積 62）
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図 9　高速増殖炉の概念 64）
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図 10　軽水炉燃料サイクル・FBR燃料サイクルの統合のイメージ 65）
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　高速増殖炉では，減速材は不必要というよりはむしろ邪魔なので，中性子を減速しな
い冷却材を用いる必要がある。そこで選択されたのが，液体金属であり，特に経済性な
どの面で優れる液体ナトリウムである。まず一次系のナトリウムを炉心に通して熱を奪
い，次にこの熱を中間熱交換器で二次冷却系のナトリウムに伝え（したがって，この二次
系ナトリウムは放射能に汚染されていない），さらにその熱を，蒸気発生器で水に伝えて水
蒸気を発生させる。図 9に示すのは，その概念である。
　かくして，図 10のように，軽水炉燃料サイクルと FBR 燃料サイクルとが統合され，
核燃料サイクルが最終的に完成する。しかし，統合はまだ中間的な目標にすぎない。
FBR 燃料サイクルが軽水炉燃料サイクルに次第にとって代わり，ついには，プルトニ
ウム 239 だけの原子力発電の時代が来ることが想定される。こうして，FBR 燃料サイ
クルの確立によって，資源貧国日本は，ウラン 235 の資源制約から事実上解放される
─はずであった。
5 ．「もんじゅ」の法的ステータス
　「もんじゅ」に係る原子炉設置許可処分は，1983 年 5 月 27 日になされたが，当時の
炉規法 66）の関係規定は次のようであった。
（設置の許可）
第 23 条①　原子炉を設置しようとする者は，次の各号に掲げる原子炉の区分に応じ，政令で
定めるところにより，内閣総理大臣，通商産業大臣又は運輸大臣（以下この章において「主
務大臣」という。）の許可を受けなければならない。
1 　発電の用に供する原子炉（次号から第 4 号までのいずれかに該当するものを除く。以下
「実用発電用原子炉」という。）　通商産業大臣
2 　船舶に設置する原子炉（第 4 号に該当するものを除く。以下「実用舶用原子炉」という。）　
運輸大臣
3 　試験研究の用に供する原子炉（前号に該当するものを除く。）　内閣総理大臣
4 　研究開発段階にある原子炉として政令で定める原子炉　内閣総理大臣
　「もんじゅ」が 2 号のいわゆる「舶用炉」に当たらないことだけは確かであろうが，
字面だけ読めば 1 号， 3 号， 4 号のいずれにも当たり得るように見える。ただ， 1 号の
括弧書きからして， 3 号， 4 号のいずれかに該当すれば，発電用原子炉であっても 1 号
の実用発電用原子炉には当らないこととなる。「もんじゅ」は「原型炉」と位置づけら
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れており，「試験研究」から一歩実用に近づいた段階の炉だとされてきたので， 4 号の
「研究開発段階にある原子炉」，いわゆる「研開炉」に当たるのではないかと当たりをつ
けてみよう。では，同号にいう政令はどのように規定していたのであろうか。炉規法施
行令の規定は，次のようであった。
（研究開発段階にある原子炉）
第 6 条の 2 ①　法第 23 条第 1 項第 4 号に規定する政令で定める原子炉は，当分の間，発電の用
に供する原子炉又は船舶に設置する原子炉として昭和 54 年 1 月 3 日までに原子力基本法等の
一部を改正する法律（昭和 53 年法律第 86 号）による改正前の法第 23 条第 1 項の許可を受け
たもの又は動力炉・核燃料開発事業団法（昭和 42 年法律第 73 号）第 25 条第 1 項に規定する
動力炉開発業務に関する基本計画においてその設置が予定されていたものの型式と同型式の
原子炉（次項において「特定型原子炉」という。）のうち，発電の用に供するものにあっては
第 1 号及び第 2 号，船舶に設置するものにあっては第 3 号にそれぞれ掲げる原子炉とする。
1 　高速増殖炉（動力炉・核燃料開発事業団法第 2 条第 1 項に規定する高速増殖炉をいう。）
2 　重水減速沸騰軽水冷却型原子炉（減速材として重水を，冷却材として沸騰軽水をそれぞ
れ使用する原子炉をいう。）
3 　軽水減速加圧軽水冷却型原子炉（減速材及び冷却材として加圧軽水を使用する原子炉で
あって蒸気発生器が構造上原子炉圧力容器の外部にあるものをいう。）
　すなわち，「研開炉」と定義されているのは，
　　⒜　昭和 54 年（1979 年） 1 月 3 日までに設置許可を受けた原子炉，または，
　　⒝　特定型原子炉
であって，上記の 1 号～ 3 号に該当するものである。「もんじゅ」が設置許可を受けた
のは，1983 年 5 月であって⒜には該当しないから，⒝の特定型原子炉に当たるか否か
がまずは問題となる。そこで，上記の炉規法施行令 6 条の 2 第 1 項柱書きにいう動燃法
「第 25 条第 1 項に規定する動力炉開発業務に関する基本計画」67）を見ると，1968 年 4
月 4 日策定の第一次基本計画には，次の記述がある。
1 　高速増殖炉
　実験炉は，プルトニウムとウランの混合酸化物系燃料を用いる熱出力約 10 万キロワット
程度のナトリウム冷却型炉を 47 年度頃に臨界に至らせることを目標として，概念設計，詳
細設計をすすめ，引き続き建設に着手する。
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　原型炉としては，プルトニウムとウランの混合酸化物系燃料を用いる電気出力 20 万キロ
ワットないし 30 万キロワット程度のナトリウム冷却型炉を 51 年度頃臨界に至らせるものと
想定して所要の設計研究をすすめる。
　第 2 次基本計画（1971 年 4 月 1 日策定）にも，次の記述がある。
1 ．高速増殖炉
　実験炉については，臨界に至らせせた後，昭和 53 年度に熱出力 5 万キロワット（第 1 次
出力）を達成させる。
　　　（中略）
　原型炉としては，プルトニウムとウランの混合酸化物系燃料を用いる電気出力 20 万キロ
ワットないし 30 万キロワット程度のナトリウム冷却型炉を可能な限り早期に臨界に至らせ
ことを目途として所要の設計研究等を実施するとともに，原型炉〔実証炉の誤りか？〕建設
の具体的計画について検討を行い，建設準備を進める。
　これらの原型炉に関する記述が「型式」を特定するほどの詳細度をもっているとはい
えないが，「もんじゅ」の電気出力が 28 万 kW であることに鑑みれば，動燃の「基本計
画においてその設置が予定されていたものの型式と同型式の原子炉」すなわち「特定型
原子炉」に当たると解されよう。
　その上さらに，動燃法「第 2 条第 1 項に規定する高速増殖炉」に当たるか否かを吟味
する必要がある。同項では「高速増殖炉」を単に，「原子核分裂の連鎖反応が主として高
速中性子により行なわれるものであつて，核燃料物質のうち政令で定めるものの当該連
鎖反応に伴い生成する量のその消滅する量に対する比率が一をこえる」原子炉，と規定
しているので，「核燃料物質のうち政令で定めるもの」が問題となるが，それは，「ウラン
233，ウラン 235 及びプルトニウム」（動燃法施行令〔昭和 42 年政令第 295 号〕1 条）である。
「もんじゅ」は，高速中性子を利用してプルトニウム 239 に連鎖反応を起こさせる増殖
比が 1 を超える原子炉であるから，まさしく動燃法 2 条 1 項の「高速増殖炉」に当たる。
　以上を要するに，「もんじゅ」は，設置許可処分がなされた当時の炉規法の「研開炉」
に当たるわけである。
　さて炉規法 23 条 1 項は，その後，中央省庁等改革関係法施行法（平成 11 年法律第 160
号）904 条によって，次のように，上記の 4 号が改正されるとともに， 5 号が新たに付
け加えられた。施行されたのは，2001 年 1 月 6 日である（附則 1 条本文）。
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4 　発電の用に供する原子炉であって研究開発段階にあるものとして政令で定める原子炉　経
済産業大臣
5 　発電の用に供する原子炉以外の原子炉であって研究開発段階にあるものとして政令で定め
る原子炉　文部科学大臣
　研開炉の設置許可の権限は，内閣総理大臣から経済産業大臣へ移されたのである。一
方， 4 号の「政令」は，依然として上に紹介した炉規法施行令 6 条の 2 であって，内容
にも実質的な変更はなかったから，「もんじゅ」は，上記の中央省庁等改革関係法施行
法による改正後の炉規法の下であれば，やはり「研開炉」として設置許可を受けること
となったであろう。そして，中央省庁等改革関係法施行法には，次の経過規程が置かれ
ていた。
第 1301 条①　中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と総称する。）の施
行前に法令の規定により従前の国の機関がした免許，許可，認可，承認，指定その他の処分
又は通知その他の行為は，法令に別段の定めがあるもののほか，改革関係法等の施行後は，
改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づいて，相当の国の機関がした免許，許可，認
可，承認，指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。
②，③　　略
　この規定によって，「もんじゅ」の設置許可は「研開炉」に係るそれとして経済産業
大臣がなしたものとみなされることとなった。「もんじゅ」をめぐる一連の行政訴訟に
おいて，被告が経済産業大臣となっているのはこのためである。
　その後，10 余年を経て，改正後炉規法は，原子炉の設置を含む核燃料サイクル関連
の規制権限を規制委員会に集約した。当然，経過規定が必要となる。
（処分等に関する経過措置）
第 3 条①　この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律……の規定により従前
の国の機関……がした許可，認可，承認，指定その他の処分又は通知その他の行為は，法令
に別段の定めがあるもののほか，この法律の施行後は，この法律による改正後のそれぞれの
法律……の相当規定に基づいて，相当の国の機関……がした許可，認可，承認，指定その他
の処分又は通知その他の行為とみなす。
②，③　　略
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　では，経済産業大臣がした（と見なされていた）「もんじゅ」に係る設置許可処分は，
この経過規定の下でいかなる法的ステータスを得るに至ったのであろうか。改正後炉規
法には次の規定がある。
（設置の許可）
第 43 条の 3 の 5 ①　発電用原子炉を設置しようとする者は，政令で定めるところにより，原
子力規制委員会の許可を受けなければならない。
②　　略
　「もんじゅ」が「発電用原子炉」であるならば，その設置許可処分は規制委員会がな
した行為と見なされることとなる。では，「発電用原子炉」とは何か。
第 2 条①～④　　略
⑤　この法律において「発電用原子炉」とは，発電の用に供する原子炉であって研究開発段階
にあるものとして政令で定める原子炉以外の試験研究の用に供する原子炉及び船舶に設置す
る原子炉を除くものをいう。
⑥～⑬　　略
　甚だ読みにくい規定であるが，「発電用原子炉」とは，
発電の用に供する原子炉－｛（試験研究の用に供する原子炉＋船舶に設置する原子炉）－研開炉｝
＝発電の用に供する原子炉－（試験研究の用に供する原子炉＋船舶に設置する原子炉）＋研開炉
を意味するように見える。してみれば，結果的に，研開炉は「発電用原子炉」なのであ
る。そして，研開炉の定義に関する関係法令（炉規法施行令 1 条 1 号，原子力機構法 2 条
5 項，同法施行令〔平成 17 年政令第 224 号〕 1 条）に，以前と比べて実質的な変更はない。
したがって「もんじゅ」は，炉規法 2 条 5 項の「研開炉」に当たり，そこで，同項の「発
電用原子炉」に当たる。その結果，規制委員会設置法附則 3 条の規定により，規制委員
会からその設置許可を受けたものと見なされ，改正後炉規法 4 章 2 節の規制を受けるに
至ったのである 68）。
（つづく）
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（別　表）	 商用原子力発電所の現状
2016 年 11 月 16 日版
適合性審査：原子力規制委員会による「新規制基準適合性に係る審査」
1 号：廃止（電事法 9 条 1 項に基づく電気工作物の変更の届出）
主　体 原子炉
電気出力
（kW）
炉　型 営業運転開始 主　な　経　緯
北海道
電　力
泊 1 号 57.9 万 PWR 1989 年 06 月 2011 年 04 月 22 日定検入り
2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
2 号 57.9 万 PWR 1991 年 04 月 2011 年 08 月 26 日定検入り
2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
3 号 91.2 万 PWR 2009 年 12 月 2012 年 05 月 05 日定検入り
2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
東北電力 東通 1 号 110.0 万 BWR 2005 年 12 月 2011 年 02 月 06 日定検入り
2014 年 06 月 10 日適合性審査申請
同年 12 月 22 日有識者会合，いわゆる「第四系の
変状」が活断層により形成されたものであるか否
かについて，両論を併記するなどした評価を取り
まとめ
女川 1 号 52.4 万 BWR 1984 年 06 月 2011 年 09 月 10 日定検入り
2 号 82.5 万 BWR 1995 年 07 月 2010 年 11 月 06 日定検入り
2013 年 09 月 27 日適合性審査申請
3 号 82.5 万 BWR 2002 年 01 月 2011 年 09 月 10 日定検入り
東京電力
HD
東通 1 号 138.5 万 BWR 建設中 2010 年 12 月 24 日経済産業大臣，原子炉設置許可
処分
福島
第一1 ）
1 号 46.0 万 BWR 1971 年 03 月 2012 年 04 月 19 日廃止
2014 年 01 月 14 日東京地裁，設置許可処分無効確
認請求に対して却下判決〔判例体系 28230186〕
2 号 78.4 万 BWR 1974 年 07 月 2012 年 04 月 19 日廃止
3 号 78.4 万 BWR 1976 年 03 月 2012 年 04 月 19 日廃止
4 号 78.4 万 BWR 1978 年 10 月 2012 年 04 月 19 日廃止
2013 年 11 月 18 日燃料貯蔵プールからの燃料棒取
出し作業開始
2014 年 12 月 22 日移送作業を完了
5 号 78.4 万 BWR 1978 年 04 月 2011 年 01 月 03 日定検入り
2013 年 09 月 19 日安倍首相が廃炉を「要請」
2014 年 01 月 31 日廃止
6 号 110.0 万 BWR 1979 年 10 月 2010 年 08 月 14 日定検入り
13 年 09 月 19 日安倍首相が廃炉を「要請」
14 年 01 月 31 日廃止
福島
第二
1 号 110.0 万 BWR 1982 年 04 月 2011 年 03 月 12 日原子力災害対策特別措置法 15 条
に基づく原子力緊急事態宣言
同年 12 月 26 日同宣言解除，同法 27 条に基づく原
子力災害事後対策に移行
2014 年 01 月 14 日東京地裁， 1 号機の設置許可
処分無効確認請求に対して却下判決〔判例体系
28230783〕
2 号 110.0 万 BWR 1984 年 02 月
3 号 110.0 万 BWR 1985 年 06 月
4 号 110.0 万 BWR 1987 年 08 月
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柏崎
刈羽
1 号 110.0 万 BWR 1985 年 09 月 2011 年 08 月 06 日定検入り
2014 年 12 月 15 日適合性審査申請
2 号 110.0 万 BWR 1990 年 09 月 2007 年 02 月 19 日定検入り
3 号 110.0 万 BWR 1993 年 08 月 2007 年 09 月 19 日定検入り
4 号 110.0 万 BWR 1994 年 08 月 2008 年 02 月 11 日定検入り
5 号 110.0 万 BWR 1990 年 04 月 2012 年 01 月 25 日定検入り
6 号 135.6 万 BWR 1996 年 11 月 2012 年 03 月 26 日定検入り
2013 年 09 月 27 日適合性審査申請
7 号 135.6 万 BWR 1997 年 07 月 2011 年 08 月 23 日定検入り
2013 年 09 月 27 日適合性審査申請
中部電力 浜岡 1 号 54.0 万 BWR 1976 年 03 月 2009 年 01 月 30 日営業運転終了
2009 年 11 月 18 日廃止計画認可処分
2 号 84.0 万 BWR 1978 年 11 月 2009 年 01 月 30 日営業運転終了
2009 年 11 月 18 日廃止計画認可処分
3 号 110.0 万 BWR 1987 年 08 月 2010 年 11 月 29 日定検入り
2015 年 06 月 16 日適合性審査申請
4 号 113.7 万 BWR 1993 年 09 月 2011 年 05 月 06 日菅首相，運転停止を「要請」
同月 09 日中部電力，停止を決定
2012 年 01 月 25 日定検入り
2014 年 02 月 14 日適合性審査申請
2015 年 01 月 26 日上記申請取下げ
同日，使用済燃料乾式貯蔵施設に係る記載を追加
して再申請
5 号 138.0 万 BWR 2005 年 01 月 2011 年 05 月 06 日菅首相，運転停止を「要請」
同月 09 日中部電力，停止を決定
2012 年 03 月 22 日定検入り
2016年 06月 07日適合性審査申請の方針を表明（朝
日新聞同月 08 日朝刊 1 頁）
北陸電力 志
し
賀
か
1 号 54.0 万 BWR 1993 年 07 月 2011 年 10 月 08 日定検入り
2016 年 03 月 03 日有識者会合，S-1 シームは，後
期更新世以降に変位した可能性を否定できない，
と評価
2 号 120.6 万 BWR 2006 年 03 月 2011 年 03 月 11 日定検入り
2014 年 08 月 12 日適合性審査申請
2016 年 03 月 03 日有識者会合，S-2・S-6 シームは，
後期更新世以降に変位した可能性がある，と評価
関西電力 美浜 2015 年 05 月 08 日有識者会合，敷地内に分布する
破砕帯は，後期更新世以降に活動していない可能
性が高い，と評価
1 号 34.0 万 PWR 1970 年 11 月 2010 年 11 月 24 日定検入り
2015 年 04 月 27 日廃止
2 号 50.0 万 PWR 1972 年 07 月 2011 年 12 月 18 日定検入り
2015 年 04 月 27 日廃止
3 号 82.6 万 PWR 1976 年 03 月 2011 年 05 月 14 日定検入り
2015 年 03 月 17 日適合性審査申請
同年 11 月 26 日運転期間延長認可申請および工事
計画認可申請
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2016 年 10 月 05 日設置変更許可処分
同年 11 月 16 日運転期間延長認可処分
大飯 2013 年 11 月 15 日有識者会合，F-6 破砕帯は，将
来活動する可能性のある断層等には該当しない，
と評価
1 号 117.5 万 PWR 1979 年 03 月 2010 年 12 月 10 日定検入り
2 号 117.5 万 PWR 1979 年 12 月 2011 年 12 月 16 日定検入り
3 号 118.0 万 PWR 1991 年 12 月 2011 年 03 月 18 日定検入り
2012 年 07 月 01 日起動
同年 08 月 03 日定期検査終了
同日営業運転再開
同年 12 月 20 日大阪地裁，定期検査終了証交付取
消請求に対し棄却判決〔判時 2199 号 8 頁〕
2013 年 04 月 16 日大阪地裁，運転差止め仮処分申
立て却下決定〔判時 2193 号 44 頁〕
同年 07 月 08 日適合性審査申請
同年 09 月 02 日定検入り
2014 年 05 月 09 日大阪高裁，即時抗告却下決定〔判
例体系 28222124〕
同月 21 日福井地裁，運転差止め請求認容判決〔判
時 2228 号 72 頁〕
同年 11 月 27 日大津地裁，運転差止め仮処分申立
て却下決定〔LEX/DB25505351〕
2015 年 12 月 24 日福井地裁，運転差止め仮処分申
立て却下決定〔判時 2290 号 73 頁〕
4 号 118.0 万 PWR 1993 年 02 月 2011 年 07 月 22 日定検入り
2012 年 07 月 18 日起動
同年 08 月 16 日定期検査終了
同日営業運転再開
同年 12 月 20 日大阪地裁，定期検査終了証交付取
消請求に対し棄却判決〔判時 2199 号 8 頁〕
2013 年 04 月 16 日大阪地裁，運転差止め仮処分申
立て却下決定〔判時 2193 号 44 頁〕
同年 07 月 08 日適合性審査申請
同年 09 月 15 日定検入り
2014 年 05 月 09 日大阪高裁，即時抗告却下決定〔判
例体系 28222124〕
同月 21 日福井地裁，運転差止め請求認容判決〔判
時 2228 号 72 頁〕
同年 11 月 27 日大津地裁，運転差止め仮処分申立
て却下決定〔LEX/DB25505351〕
2015 年 12 月 24 日福井地裁，運転差止め仮処分申
立て却下決定〔判時 2290 号 73 頁〕
高浜 1 号 82.6 万 PWR 1974 年 11 月 2011 年 01 月 11 日定検入り
2015 年 03 月 17 日適合性審査申請
同年 04 月 30 日運転期間延長認可申請
2016 年 04 月 20 日設置変更許可処分
同年 06 月 10 日工事計画認可処分
同月 20 日運転期間延長認可処分
2 号 82.6 万 PWR 1975 年 11 月 2011 年 11 月 25 日定検入り
2015 年 03 月 17 日適合性審査申請
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同年 04 月 30 日運転期間延長認可申請
2016 年 04 月 20 日設置変更許可処分
同年 06 月 10 日工事計画認可処分
同月 20 日運転期間延長認可処分
3 号 87.0 万 PWR 1985 年 01 月 2012 年 02 月 20 日定検入り
2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
2014 年 11 月 27 日大津地裁，運転差止め仮処分申
立て却下決定〔LEX/DB25505351〕
2015 年 02 月 12 日設置変更許可処分
同年 04 月 14 日福井地裁，運転差止め仮処分申立
て認容決定〔判時 2290 号 13 頁〕
同年 12 月 24 日福井地裁，保全異議審にて取消決
定〔判時 2290 号 29 頁〕
2016 年 01 月 29 日起動
同年 02 月 26 日営業運転再開
同年 03 月 09 日大津地裁，運転差止め仮処分申立
て認容決定〔判時 2290 号 75 頁〕
同月 10 日解列
同年 06 月 17 日同地裁，仮処分執行停止申立て却
下決定〔判例体系 28242382〕
同年 07 月 12 日同地裁，仮処分認可決定〔判例体
系 28243046〕
4 号 87.0 万 PWR 1985 年 06 月 2011 年 07 月 21 日定検入り
2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
2014 年 11 月 27 日大津地裁，運転差止め仮処分申
立て却下決定〔LEX/DB25505351〕
2015 年 02 月 12 日設置変更許可処分
同年 04 月 14 日福井地裁，運転差止め仮処分申立
て認容決定〔判時 2290 号 13 頁〕
同年 12 月 24 日福井地裁，保全異議審にて取消決
定〔判時 2290 号 29 頁〕
2016 年 02 月 26 日起動
同月 29 日原子炉自動停止
同年 03 月 09 日大津地裁，運転差止め仮処分申立
て認容決定〔判時 2290 号 75 頁〕
同年 06 月 17 日同地裁，仮処分執行停止申立て却
下決定〔判例体系 28242382〕
同年 07 月 12 日同地裁，仮処分認可決定〔判例体
系 28243046〕
中国電力 島根 1 号 46.0 万 BWR 1974 年 03 月 2010 年 11 月 08 日定検入り
2015 年 04 月 30 日廃止
2 号 82.0 万 BWR 1989 年 02 月 2012 年 01 月 27 日定検入り
2013 年 12 月 25 日適合性審査申請
3 号 137.3 万 BWR 建設中 2005 年 04 月 26 日経済産業大臣，原子炉設置変更
（増設に係るもの）許可処分
四国電力 伊方 1 号 56.6 万 PWR 1977 年 09 月 2011 年 09 月 04 日定検入り
2016 年 03 月 25 日電気工作物変更届出
同年 05 月 10 日廃止
2 号 56.6 万 PWR 1982 年 03 月 2012 年 01 月 13 日定検入り
3 号 89.0 万 PWR 1994 年 12 月 2011 年 04 月 29 日定検入り
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2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
2015 年 07 月 15 日設置変更許可処分
2016 年 03 月 23 日工事計画認可処分
同年 04 月 19 日保安規定変更認可処分
同年 08 月 12 日起動
同年 09 月 07 日総合負荷性能検査終了
同日営業運転再開
九州電力 玄海 1 号 55.9 万 PWR 1975 年 10 月 2011 年 12 月 01 日定検入り
2015 年 04 月 27 日廃止
2 号 55.9 万 PWR 1981 年 03 月 2011 年 01 月 29 日定検入り
3 号 118.0 万 PWR 1994 年 03 月 2009 年 12 月プルサーマル開始
2010 年 12 月 11 日定検入り
2013 年 07 月 12 日適合性審査申請
2015 年 03 月 20 日佐賀地裁，MOX 燃料使用差止
め請求に対して棄却判決〔判例体系 28231432〕
2016 年 06 月 27 日福岡高裁，控訴棄却判決〔判例
体系 28242770〕
4 号 118.0 万 PWR 1997 年 07 月 2011 年 12 月 25 日定検入り
2013 年 07 月 12 日適合性審査申請
川内 2016 年 08 月 26 日三反園訓鹿児島県知事，即時運
転停止を要請
同年 09 月 05 日九州電力，拒否
同月 07 日同知事，再度要請
同月 09 日九州電力，再度拒否
1 号 89.0 万 PWR 1984 年 07 月 2011 年 05 月 10 日定検入り
2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
2014 年 09 月 10 日設置変更許可処分
2015 年 03 月 18 日工事計画認可処分
同年 04 月 22 日鹿児島地裁，運転差止め仮処分申
立て却下決定〔判時 2290 号 147 頁〕
同年 05 月 27 日保安規定変更認可処分
同年 08 月 11 日起動
同年 09 月 10 日使用前検査合格処分
同年 12 月 11 日規制委，設置変更許可処分に対す
る異議申立て（行審法に基づくもの）について棄
却を決定
2016 年 04 月 06 日福岡高裁宮崎支部，即時抗告に
対して却下決定〔判時 2290 号 90 頁〕
同年 06 月 10 日設置変更許可処分に対する取消訴
訟提起
同年 10 月 06 日定検入り
2 号 89.0 万 PWR 1985 年 11 月 2011 年 09 月 01 日定検入り
2013 年 07 月 08 日適合性審査申請
2014 年 09 月 10 日設置変更許可処分
2015 年 04 月 22 日鹿児島地裁，運転差止め仮処分
申立て却下決定〔判時 2290 号 147 頁〕
同年 05 月 22 日工事計画認可処分
同年 05月 27 日保安規定変更認可処分
同年 10 月 15 日起動
同年 11 月 17 日使用前検査合格処分
同年 12 月 11 日規制委，設置変更許可処分に対す
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る異議申立て（行審法に基づくもの）について棄
却を決定
2016 年 04 月 06 日福岡高裁宮崎支部，即時抗告に
対して却下決定〔判時 2290 号 90 頁〕
同年 06 月 10 日設置変更許可処分に対する取消訴
訟提起
日本原電 東海 16.6 万 黒鉛炉 1966 年 07 月 1998 年 03 月 31 日営業運転終了
原子炉領域以外の撤去工程中
東海第二 110.0 万 BWR 1978 年 11 月 2011 年 05 月 21 日定検入り
2014 年 05 月 20 日適合性審査申請
敦賀 1 号 35.7 万 BWR 1970 年 03 月 2011 年 01 月 26 日定検入り
2015 年 04 月 27 日廃止
2 号 116.0 万 PWR 1987 年 02 月 2011 年 08 月 29 日定検入り
2014 年 11 月 19 日有識者会合，原子炉建屋直下の
D-1 破砕帯は，後期更新世以降の活動が否定でき
ない，と評価
2015 年 11 月 05 日適合性審査申請
電源開発 大間 138.3 万 BWR
　　
建設中 2008 年 04 月 23 日経済産業大臣，原子炉設置許可
処分
2014 年 04 月 03 日対岸の函館市，設置許可処分に
対する無効確認，運転差止めを求める訴訟を提起
同年 12 月 16 日適合性審査申請
（参考）
原子力
機構
もんじゅ 28.0 万 FBR 建設中 1983 年 05 月 27 日内閣総理大臣，動燃に対し原子
炉設置許可処分
1 ） 　2012 年 11 月 07 日付で特定原子力施設に指定（原子炉等規制法 64 条の 2 第 1 項），2013 年 08 月 14 日付で特定原子炉施
設に係る実施計画の認可（同法 64 条の 3 第 1 項）。
注
1 ）　原子力機構は，2005 年に，日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構とが統合されて発足し
たものであるが，本稿では，両前身組織の行為あるいはその保有施設等であっても，特に厳密を
期す必要がない場合には，単に原子力機構のそれとして表記する場合がある。
2 ）　「経済教室　動き出す電力自由化・上」日本経済新聞 2012 年 9 月 25 日朝刊 27 頁，「経済教室　
東電をどうすべきか・下」同紙 2013 年 9 月 25 日朝刊 33 頁，「原発と東電　電力業界の“ヤバい”状
況のツケは国民に回る」DIAMONDonline2014 年 1 月 22 日《http://diamond.jp/articles/-/47399》
等。
3 ）　もっとも，「 3・11」の前後を通じて原発について法律学者（と思しき人々）が書いた文章の量
は決して少なくはない。なかでも，「原発訴訟における裁判所の審査密度はいかにあるべきか」式
の論稿なら枚挙にいとまがない。これらは畢竟，判決文の書き方に注文を付けるものであるらし
い。審査密度論は，それはそれで意味のある論点ではあろうが，原発安全規制の全体像を掴みた
い，という欲求に応えてくれるものではなかった（もちろん，私の欲求に応える義理が他人にあ
るはずもないが）。他方，「 3・11」以降，「原発違憲論」なる勇猛果敢な主張にも遭遇した。例え
ば，澤野義一「原発と憲法」大阪経済法科大学 21 世紀社会研究所紀要第 4 号（2013 年）《http://
www.keiho-u.ac.jp/research/21c-social/pdf/21c-social_4.pdf》19 頁，中里見博「原発に対抗する環
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境的生存権」日本の科学者 48 巻 12 号（2013 年）12 頁。「日本の憲法学者」なる日本固有種の手
にかかると，原発であれ集団的自衛権であれ，嫌われ者の末路は「違憲」と相場が決まってくる
ものらしい。
4 ）　その報告書は，《http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy/denkiryoukin/report_001.
html》。
5 ）　法律的には，電事法（「電気事業法等の一部を改正する法律」〔平成 26 年法律第 72 号〕による
改正前のもの）19 条 1 項後段に基づく一般電気事業供給約款変更認可申請について，認可庁たる
経済産業大臣の諮問に答えるものである。
6 ）　「電気事業法等の一部を改正する等の法律」（平成 27 年法律第 47 号） 1 条によって電事法に加
えられた第 4 編の 2 に基づく組織。同じ「電気事業法等の一部を改正する等の法律」 2 条の規定
により，2016 年 4 月 1 日からは「電力・ガス取引監視等委員会」に改められ，所掌事務にガス事
業法および熱供給事業法に関する事務が追加された。
7 ）　前出注 5 ）の平成 26 年法律第 72 号附則 9 条 1 項が，一般電気事業者に対して，同法公布の日
（2014 年 6 月 18 日）から起算して 2 年を超えない範囲で政令で定める日（「電気事業法等の一部
を改正する法律附則第 9 条第 1 項の託送供給等約款の認可の申請の期限等を定める政令」〔平成
27 年政令第 268 号〕 1 条の規定により，2015 年 7 月 31 日）までに，託送供給等約款の認可を申
請するよう義務づけていたためになされたものである。
8 ）　前出注 6 ）の平成 27 年法律第 47 号附則 18 条 1 項が，一般ガス事業者に対して，同法公布の日
（2015 年 6 月 24 日）から起算して 2 年を超えない範囲で政令で定める日（「電気事業法等の一部
を改正する等の法律の施行に伴う経過措置に関する政令」〔平成 28 年政令第 49 号。ただし，同政
令の一部を改正する政令〔同年政令第 230 号〕による改正後のもの〕 2 条の規定により，2016 年
7 月 29 日）までに，託送供給等約款の認可を申請するよう義務づけていたためになされたもので
ある。
9 ）　本稿で「商用原発」あるいは「商用原子炉」とは，炉規法 43 条の 4 第 1 項にいう「実用発電用
原子炉」すなわち，発電用原子炉から同法 2 条 5 項の政令で定めるいわゆる「研開炉」を除いた
原子炉の意味である。
10）　本稿で「定検」とは，改正後炉規法の下では 43 条の 3 の 15 の施設定期検査および 43 条の 3 の
16 の定期事業者検査を，それ以前の時期では電事法 54 条の定期検査および 55 条の定期事業者検
査を，それぞれ意味する。
11）　本稿では「理系」にわたる事項にも多少言及しているが，これも，私自身が知りたいと思った
ことについて，私自身が調べて理解し得たことを書いたまでである。そうした次第であるから，
さぞ誤りが多かろうと覚悟している。諸賢の御叱正を賜れれば幸いである。
12）　朝日新聞 2016 年 9 月 14 日朝刊 1 頁。
13）　平成 25 年 12 月 13 日閣議口頭了解。
14）　産経新聞 Web 版 2016 年 9 月 21 日 23：09《http://www.sankei.com/politics/news/160921/
plt1609210035-n1.html》。コスト試算については，文部科学省「「もんじゅ」の運転終了までに係る
コスト試算」高速炉開発会議第 1 回会合（2016 年 10 月 7 日）資料 3-4。《http://www.meti.go.jp/
committee/kenkyukai/energy/fr/pdf/001_03_04.pdf》
15）　初臨界に至る経緯については，高橋忠男 = 和泉啓 = 鈴木威男 = 大森康民 = 佐藤勲雄「「もんじゅ」
臨界を達成して」日本原子力学会誌 36 巻 5 号（1994 年）391-395 頁。動燃技術陣の高揚感がよく
伝わってくる，小編ながら佳作である
16）　朝日新聞 1994 年 4 月 6 日朝刊 5 頁。
17）　報道によれば，2012 年に原子力機構は，「もんじゅ」の廃炉に総額約 3 千億円を要すると試算
したという。朝日新聞 2016 年 2 月 16 日夕刊 2 頁。
18）　本文に掲げた「今後の高速炉開発の進め方について」が特に「日仏高速炉協力」に言及してい
るように，フランスとの協力関係はこの分野にとっての重要な資源である。ただ，確かに同国は
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これまで，実験炉 Rapsodie，原型炉 Phénix，実証炉 Super Phénix を建設運用してきたのである
から，西側諸国のなかで高速炉について最も多くの経験を積んだ国といえようが，それにしても
ASTRID はいまだ設計中であり，2025 年ころの運開が見込まれているにすぎない。
19）　252Cf は，人工の放射性物質で，中性子を照射しなくても自発核分裂（spontaneous fission）を
起こす。1g 当たり，毎秒約 6.2 × 1011 個の核分裂を起こし，2.3 × 1012 個の中性子を発生させる。
20）　以下の説明は，岡本良治「原子核反応」《http://rokamoto.sakura.ne.jp/education/nuclearpower/
reaction-text20151005A.pdf》4-5 頁に拠る。こうした教材を，無償で Web 上にアップロードして
随時修正しておられる岡本先生（九州工業大学名誉教授）の学恩には感謝の言葉もない。先生は，
文字通り心胆を砕いて平易な説明に徹しておられるが，そこは，数学が不出来で文系に入るしか
なった私のことであるから，碩学苦心の労作がどこまで理解できているか，甚だ心許ない。
21）　「熱中性子」とは，温度の高い中性子という意味ではなく，環境（絶対温度で数百度程度）との
間で熱のやり取りがない（熱平衡）の状態にある中性子をいう。
22）　JEAE Nuclear Data Center《http://wwwndc.jaea.go.jp/ENDF_Graph/》このグラフは，JENDL
（Japanese Evaluated Nuclear Data Library）と呼ばれるデータファイルに収載されている。JENDL
は，原子力機構核データ研究グループ（旧日本原子力研究所核データセンター）が，日本国内の
核データ関係者の協力を得て作成した，日本独自の評価済み核データライブラリである。現在，
JENDL-4.0 というバージョンが提供されている。
23）　平川直弘 = 岩崎智彦『原子炉物理入門』（東北大学出版会，2003 年）29 頁。
24）　電子 1 つが 1V の電圧で加速されるときのエネルギーを 1 電子ボルト（1eV）と表現する。1eV
≈ 3.83 × 10－ 20cal の関係がある。
25）　水はさらに，炉心で発生して外へ漏れ出そうとする中性子を炉心へ追い返す役割，すなわち「反
射材」の役割も果たしているので，「一人三役」を務めている。
26）　《http://www.enecho.meti.go.jp/category/others/tyousakouhou/kyouikuhukyu/modeling/pdf_
cshs/43.pdf》
27）　主に参照した文献は，次の通りである。原子力開発十年史編纂委員会編『原子力開発十年史』（財
団法人日本原子力産業会議，1965 年），原子力開発三十年史編集委員会編『原子力開発三十年史』
（日本原子力文化振興財団，1986 年），電気事業講座編集委員会編『原子燃料サイクル』（電気事業
講座第 12 巻，エネルギーフォーラム，2007 年），原子力・量子・核融合事典編集委員会編『原子
力化学と核燃料サイクル』（原子力・量子・核融合事典第Ⅲ分冊，丸善出版，2014 年），日本原子
力学会・テキスト「核燃料サイクル」編集委員会編『テキスト「核燃料サイクル」』《http://www.
aesj.or.jp/~recycle/nfctxt/nfctxt.html》。
28）　電事連「原子燃料サイクルとは」《http://www.fepc.or.jp/nuclear/cycle/about/》。
29）　日本原子力文化財団「原子力・エネルギー図面集 2016」《http://www.ene100.jp/www/wp-content/
uploads/2016/03/7-2-1.pdf》。
30）　ウラン鉱石の採鉱は，炉規法ではなく鉱山保安法の守備範囲として整理されてきた。第 26 回国
会衆議院科学技術振興対策特別委員会議録第 32 号（昭和 32 年 4 月 26 日） 1 頁。もっとも，鉱山
保安法 2 条 2 項は，「鉱山」を「鉱業を行う事業場をいう」と規定しており，また鉱業法 4 条は，「鉱
業」を「鉱物の試掘，採掘及びこれに附属する選鉱，製錬
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その他の事業をいう」と規定している（同
法 3 条 1 項によれば，ウラン鉱は「鉱物」に含まれる）。両法にいう「鉱業」の意味に違いがない
とすれば，鉱山保安法は製錬の事業場を規制の対象としており，炉規法と規制対象が重複するこ
ととなる。両者の境界は微妙であるが，今日国内でウラン採鉱がなされていない以上，細かく詮
索する実益はなかろう。
31）　トリウム 232（232Th）は，中性子を捕獲してトリウム 233 となった後，β崩壊してプロトアク
チニウム 233（233Pa）となり，さらにβ崩壊して核分裂性のウラン 233（233U）となるため，核原
料物質・核燃料物質とされている。
32）　衆議院・前出注 30） 1 頁。
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33）　日本原燃 HP《http://www.jnfl.co.jp/recruit/business/uran.html》。
34）　原型プラントで 13 年間の連続運転で，約 350t-U の濃縮ウランを生産した。もともと商用生産
が目的ではないので，一応の研究成果を出したところで，2001 年 9 月末に濃縮の技術開発を終了
し，1998 年以後は，原子力機構人形峠環境技術センターとして，施設の廃止技術の研究が行われ
ている。
35）　同社は，同工場について，いわゆる新規制基準への適合を確認するため，2014 年 1 月 7 日，規
制委員会に対して適合性審査を申請した。ここでいう申請とは，より厳密にいえば，炉規法 16 条
1 項に基づく核燃料物質加工事業変更許可申請のことであり，同日付の申請は，すでに 2013 年 5
月 14 日になされていた別件での変更申請書の一部補正という形式をとっている（同工場の当初の
加工事業許可処分は，1988 年 8 月 10 日付でなされている）。また，新規制基準とは，炉規法 14
条 3 号の委任に基づく「加工施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（平成 25 年原子力
規制委員会規則第 17 号）のことである。なお，報道によれば，規制委員会は，適合性審査の主要
部分を終え，年内にも新規制基準への適合性を認める審査書案を公表する予定である。朝日新聞
2016 年 9 月 30 日朝刊 6 頁。
36）　2016 年 4 月 26 日付の文書によれば，日本原燃の濃縮事業は，RE-2A 初期導入（75t-SWU/ 年）
が生産運転中であるに止まる。日本原燃「原子燃料サイクル事業の現在の状況について」《https://
www.pref.aomori.lg.jp/nature/kankyo/H28-1_hyouka_sankoushiryou1.pdf》 1 頁。
37）　日本原子力文化財団・前出注 29）《http://www.ene100.jp/www/wp-content/uploads/2016/03/7-
3-3.pdf》。
38）　前出・注 35）参照。もっとも，これは今日だからいえることである。1980 年の段階では，「濃
縮の段階はわが国では自ら実施しないということを前提として，原子炉等規正法が制定されてい
るとみるのが，素直であろう」という見解があった。塩野宏編著『核燃料サイクルと法規制』（第
一法規，1980 年） 6 頁（塩野宏執筆）。しかし，日本は 1960 年頃から，政府，動燃，電力会社，
原子炉プラントメーカーなど，ほとんど「挙国一致」の体制で濃縮技術の開発に取り組んできた
のであるから（動燃『動燃三十年史』〔動燃，1998 年〕各論第 2 章第 3 節），濃縮を自国では実施
しないと考えていたとはいえない。もっとも，当時動燃が運営していたプラントは，炉規法上は，
「加工」ではなく，「核燃料物質等の使用等」に当たるものと整理されていたようである。商用の
濃縮プラントが稼動するようになれば，「加工」として規制されることが予定されていた，と解さ
れよう。因みに，同法の規制対象としての「業・施設」と「核燃料物質等の使用等」との境界は
微妙で，その後も，例えば，原子力機構核燃料サイクル工学研究所プルトニウム燃料第三開発室
は，1981 年 11 月に（加工事業許可ではなく）核燃料物質使用許可を受けて，MOX 燃料の製造を
行ってきたが，事業規模等の観点から加工事業としての許可を受けるのが適当と考えられた結果，
2004 年 9 月に，加工事業許可申請がなされた。現在もなお，この申請の審査が行われている（こ
とになっている）。
39）　以前は JCO（商号は「株式会社ジェー・シー・オー」。住友金属鉱山の 100％子会社である）も
再転換の役務を提供していたが，同社は 1999 年 9 月 30 日に従業員 2 人が落命する大惨事（いわ
ゆる臨界事故）を引き起こし，翌年 3 月に加工事業許可も取り消され，2003 年には再転換事業の
再開を断念した。
40）　朝日新聞 2016 年 9 月 30 日朝刊 6 頁。
41）　日本経済新聞 2016 年 9 月 29 日朝刊 1 頁，14 頁。
42）　朝日新聞 2016 年 9 月 29 日夕刊 1 頁。
43）　ここでいう新規制基準とは，「使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」
（平成 25 年原子力規制委員会規則第 24 号）に定める基準を意味する。
44）　同社は 2016 年 9 月 16 日付で，本文の申請について，事業開始の時期を「平成 28 年 10 月」か
ら「平成 30 年後半」に変更する一部補正を行った。《http://www.rfsco.co.jp/press/h28/p02.pdf》
45）　八木誠関西電力社長（当時）が，電事連会長の立場で語ったもの。日本経済新聞 2015 年 3 月
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21 日朝刊 4 頁。
46）　厳密にいえば，原始炉規法の 2 条 7 項から項が繰り下げになったほか，「核原料物質，核燃料物
質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律」（昭和 32 年法律第 166 号）によって，
「使用した核燃料物質」の下に「その他原子核分裂をさせた核燃料物質」という文言が加えられた。
47）　電事連「原子燃料の再処理」《http://www.fepc.or.jp/nuclear/cycle/about/saishori/》。
48）　日本原子力文化財団・前出注 29）《http://www.ene100.jp/www/wp-content/uploads/2016/03/7-
4-2.pdf》。
49）　特に正式名称といったものはないようであるが，原子力機構核燃料サイクル工学研究所の再処
理施設と呼ばれている。2009 年 3 月末までの累積処理量は約 1,140t。
50）　日本原燃「再処理事業所再処理事業変更許可申請書本文および添付書類の一部補正について」
《https://www.nsr.go.jp/data/000129747.pdf》本文 2 頁。報道によれば，竣功延期はこれで 22 回目
である。朝日新聞（青森全県版）2015 年 10 月 31 日朝刊 25 頁。
51）　ウラン 238 の原子核は，1MeV 以上のエネルギーの中性子が入射しなければ核分裂をほとんど
起こさない。熱中性子の場合の核分裂断面積は，わずかに 0.0005barn 程度といわれる（同じく熱
中性子の場合，ウラン 235 では 577barn，プルトニウム 239 では 741barn）。
52）　日本原子力文化財団・前出注 29）《http://www.ene100.jp/www/wp-content/uploads/2016/03/7-
1-3.pdf》。
53）　出光一哉「プルサーマルの必要性と安全性」《http://idemitsu.nucl.kyushu-u.ac.jp/Presentations/
PuThermal060613.pdf》。
54）　Plutonium と Thermal Reactor（軽水炉）との合成語といわれる。
55）　日本原子力文化財団・前出注 29）《http://www.ene100.jp/www/wp-content/uploads/2016/03/7-
5-6.pdf》。
56）　日本原子力文化財団・前出注 29）《http://www.ene100.jp/www/wp-content/uploads/2016/03/7-
5-5.pdf》。
57）　同工場に係る核燃料物質加工事業許可は，2010 年 5 月 13 日付でなされており，2014 年 1 月 7
日に新規制基準への適合性審査の申請（核燃料加工事業変更許可申請）がなされ，現在審査中で
ある。
58）　田窪雅文 = フランク・フォン・ヒッペル = 核分裂性物質に関する国際パネル（IPFM）= 米国プ
リンストン大学・科学と国際安全保障に関するプログラム「プルトニウムの分離を終わらせる日
本の使用済み燃料管理のもう一つのアプローチ」《http://www.asahi.com/special/nuclear_peace/
academic/August2013_japanese.pdf》 2 頁。
59）　原子力委員会「原子力政策大綱」（2005 年 10 月 11 日付）《http://www.aec.go.jp/jicst/NC/
tyoki/taikou/kettei/siryo1.pdf》38 頁。
60）　主に参照した文献は，次の通りである。安成弘『高速増殖炉』（同文書院，1982 年），堀雅夫監
修・基礎高速炉工学編集委員会編『基礎高速炉工学』（日刊工業新聞社，1993 年），神田誠 = 梅田
賢治 = 三宅修平 = 清水建男 = 一宮正和 = 山下清信 = 望月弘保 = 与能本泰介 = 岡芳明『原子力プラ
ント工学』（オーム社，2009 年）。
61）　鈴木篤之編著『プルトニウム』（ERC 出版，1994 年）134 頁（宮㟢慶次執筆）。
62）　JEAE Nuclear Data Center《http://wwwndc.jaea.go.jp/ENDF_Graph/》．
63）　出光・前出注 53）《http://idemitsu.nucl.kyushu-u.ac.jp/Presentations/PuThermal060613.pdf》。
64）　日本原子力文化財団・前出注 29）《http://www.ene100.jp/www/wp-content/uploads/2016/03/7-
6-1.pdf》。
65）　日本原子力文化財団・前出注 29）《http://www.ene100.jp/www/wp-content/uploads/2016/03/7-
2-2.pdf》。
66）　原子力基本法等の一部を改正する法律（昭和 53 年法律第 86 号） 3 条による改正後のもの。
67）　動燃十年史編集委員会『動燃十年史』（動燃，1978 年）533-534 頁。
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68）　改正後炉規法は，発電用原子炉以外の原子炉を押し並べて「試験研究用等原子炉」として整理
しており（23 条 1 項），かつ，その設置許可の権限を規制委員会に与えているから，仮に「もん
じゅ」が発電用原子炉に当たらなかったとしても，改正後炉規法によって，規制委員会から設置
許可を受けたものとみなされるという結果に変わりはない。
※ Website の閲覧は，すべて 2016 年 12 月 9 日。
